
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｆ－１９－２

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４３１５

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）

2019～2016

インドネシアとフィリピンの都市化、中高等教育拡充と世帯間消費支出格差の分析（国際
共同研究強化）

Household Income Inequality under Urbanization and Higher Education expansion in
 Indonesia and Philippines(Fostering Joint International Research)

１０６４６７６４研究者番号：

宮田　幸子（Miyata, Sachiko）

立命館大学・経営学部・教授

研究期間：

１５ＫＫ００９６

年 月 日現在  ２   ７   ６

円    11,400,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、基課題研究における知見を踏まえ、急成長するアジア諸国において長期
的に重要とされる開発政策課題に配慮し､労働市場における教育およびスキルの分析と都市化と中高等教育拡充
の下での消費支出格差の分析を包括的に行うことが目的である。具体的には、個人の学歴ミスマッチやスキルミ
スマッチと所得との関係をインドネシアの大学卒の若年層を調査した個票データを用いて分析した。また、都市
化と中高等教育拡充の下での家計間消費支出格差の要因分析をいくつかのアジアの国を対象にして行った。ここ
では、教育水準の都市農村間格差を考慮した上で家計間消費支出格差における教育の役割をさまざまな角度から
分析した。

研究成果の概要（英文）：This research has two primary objectives: (1) to analyze the relationship 
between education, skills and income in the youth labor market; (2) to explore the determinants of 
income or expenditure inequality under urbanization and educational expansion in some rapidly 
growing Asian countries. These objectives are pursued by expanding the scope of the prior basic 
research in light of important long-run policy issues related to education and inequality. 
Specifically, we analyzed the effect of overeducation and skill mismatches on income or earnings in 
the youth labor market using survey data from Indonesia. We also examined the determinants of 
consumption expenditure inequality among households under urbanization and the expansion of 
secondary and tertiary education in some Asian countries, where households are classified into urban
 and rural areas as there are differences in the level of education between urban and rural areas.

研究分野：開発経済学

キーワード： 賃金と学歴ミスマッチ　スキル・ミスマッチ　認知能力　都市と農村の格差　世帯間消費格差　overedu
cation 　skill mismatch　income inequality
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究はインドネシアの独自のデータを入手して計量的な分析を行い、最近の高等教育修了者の学歴ミスマッチ
やスキルの状況及び様々な認知・非認知スキルを含む詳細な実証研究を行った点で意義がある。高等教育の役割
を理解する新たな知見が得られた。一方、最近の家計調査データをいくつかのアジア諸国から入手し、中高等教
育拡充と都市化の下での世帯間消費支出格差の様々な要因の分析を行った。中高等教育の拡充が世帯間格差に及
ぼした影響を、長期間の家計調査データを用いて、都市と農村の教育構造の違いを考慮して分析した研究は少な
い。以上から、この研究の社会的・学術的な意義は大きいと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
開発途上国における貧困と所得格差の研究は、ミクロデータの充実により目覚しく発展して
いる。貧困と所得格差の研究を牽引する世界の大学・研究機関では、個票データ（家計調査デ
ータなど）を独自に収集し数多くの実証研究を行っている。一方、世界銀行やアジア開発銀行
などの国際機関でも個票データを収集し、個票データを用いた実証分析により開発途上国にお
ける貧困削減や格差是正等のための政策の評価を行っている。また、日本の大学・研究機関に
おいても個票データの収集や貧困と所得格差に関する実証研究が数多く行われている。しかし、
開発途上国の大学や研究機関では一部を除いてこの分野の研究は十分とはいえない｡ 
以上の背景の下、本研究ではアジアの大学および研究機関と共同で、アジア諸国、特にイン
ドネシアとフィリピンにおける貧困削減と格差是正への中高等教育の役割を様々な指標と数量
分析手法を用いて分析することが主な目的である（Akita and Miyata, 2010; Akita, Kurniawan, and 
Miyata, 2011; Akita and Miyata, 2013）。本研究のベースとなる基課題研究(15K03458)において焦
点を当てたインドネシアとフィリピンは、長期の経済成長を経て都市化と中高等教育の拡充が
進んでいる。しかし、都市化と中高等教育拡充の下での地域間や都市農村間所得格差に関する
家計調査データを用いた体系的な実証研究は少ない。また、これらの国では中高等教育の拡充
は進んだものの、教育の質に関しては様々な課題を抱えている。そのため労働市場において要
求されるスキルと高等教育修了者のスキルとの間にギャップがあるといわれている。これらの
国における貧困削減と所得格差是正のための政策を策定・実施する際に必要となる知見を提供
する科学的な実証研究がますます重要になっている。本研究は、以上の問題意識を背景に計画・
実施したものである。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、本研究課題に関する既存の研究成果から得られた知見と急成長するアジア
諸国における主要な開発政策課題を踏まえて、主に以下の研究を行うことにある。 
(1) インドネシアにおける若年層の労働市場における教育水準とスキルの関係について、個票デ
ータを用いて計量的な分析を行う。特に、高等教育修了者の従事する仕事と最終学歴との関
係(学歴ミスマッチ)やスキルミスマッチの分析を行う。 

(2) アジア所得の都市化と中高等教育拡充の下での家計間消費支出格差に関する要因分析を家
計調査データなどにより包括的に行うことである。この研究では、都市農村間の教育構造と
教育水準の違いを考慮したうえで、格差尺度の２段階分解手法を用いた分析を行う。 

 
３．研究の方法 
本研究では、国や国際機関などが公表している統計データの収集、現地の政府機関での聞き取
り調査や政策資料・統計データの収集、大学や研究機関での聞き取り調査や資料の収集などを
行った。分析に用いられる政府機関などが公表している全国レベルの家計調査データについて
は、まず家計を地域間・都市農村間・教育グループなどに分類し、統計ソフト（STATAや Excel
等）を用いて記述的な分析を行った。 
また、開発途上国ではほとんど収集されてこなかった大学卒業者を対象にした労働スキルに
関する詳細なデータを独自に入手し、労働市場における高等教育レベルの学歴ミスマッチとス
キルミスマッチに関する研究を行った。なお、本研究当初は公共インフラや個人の金融アクセ
スと消費支出格差に関する情報・データの取得とデータベースの構築を計画していたが、上記
の大学卒業生を対象にした労働スキルに関するデータが本研究にとって貴重でかつ通常では入
手困難なこともあり、労働スキルに関するデータの入手と分析を優先することにした。 
一方、現地の研究機関などが収集した家計レベルあるいは個人レベルのミクロデータについ
ては適宜翻訳して、政府機関が公表している家計調査データ同様統計ソフトを用いた記述的な
分析を行った。また、必要に応じて、労働力調査データや地域別の経済所得統計データなどの
関連するデータも収集し分析した。 
インドネシア・ミャンマー・ブータンについては全国レベルの家計調査データを用いて、家
計を都市農村および教育水準別に分類し家計間消費支出格差の要因分析を行った。インドネシ
アについては、国家開発計画庁や教育省などを訪問し、教育拡充・貧困削減・格差是正に関す
る最近の政策の収集を行った。 
 現地語で執筆された研究に関連する学術論文や資料については現地の研究協力者やリサーチ
アシスタントの協力のもと英語に翻訳し、現地での研究動向や政策に関する情報収集に努めた。 
 
４．研究成果 
(1) インドネシア若年労働市場における教育レベルとスキルのミスマッチ 
中高等教育の拡充が進んだインドネシアにおいて、若年層の高等教育レベルと仕事において
要求される教育やスキルとにミスマッチがどれほど生じているかについての研究をインドネシ
アの協力研究者と共同で行った。大学卒業者の就職状況とスキルに関する調査データ(2014 年、
2017 年)を独自に入手し、データのクリーニングと翻訳作業を行い、教育レベルとスキルのミ
スマッチと賃金の関係について計量分析を行った。分析の結果、インドネシアの調査データで
は欧米を中心とする先行研究で見られるほどの大きなミスマッチは生じていないことが分かっ
た。また、従事している仕事で必要とされるスキル以上の教育レベルを持つ者（over-educated）



は適正教育レベルの者に比べて、賃金が低いことが示唆される結果が得られた。さらに、認知
関連のスキルは個人の賃金と関係性が見られたが、非認知スキル(例えば、コミュニケーション
能力やリーダーシップなど)については、特に有意な関係が見られなかった。これらの結果はイ
ンドネシアの若年層の最近の就業状況を把握した最新の成果である。様々な認知・非認知スキ
ル両方を含む詳細な実証研究は、我々が知る限りインドネシアでほぼ始めての成果である。こ
の成果によって、高等教育の内容や質について今後検討するに当たって、認知能力の役割の重
要性などの新たな知見が得られたと思われる。しかし、経済成長率や労働市場の成熟度・構造
などに関してインドネシアと欧米やアジアの先進国とはかなり異なるため、これらの結果を単
純に比較することはできない。また、データは若年層のすべてをカバーしているわけではない。
したがって、今回のデータ分析の結果はインドネシアの若年層を代表する結果ではない事に注
意が必要である。以上の分析結果は論文にまとめ、国際学会（Miyata et al, 2018）やセミナーな
どで発表した。 
 
(2) インドネシアにおける消費支出格差の空間的な要因分析 

1996年から 2010年までの毎年の全国社会経済調査データ（Susenas）を用いて、階層的格差
分解手法により、インドネシアにおける家計間消費支出格差の推移を都市農村、５地域、州、
県市などの空間的な観点から分析した。都市と農村間の格差は家計間消費支出格差の約 15-25％
を説明している。一方、県市間の格差については、家計間消費支出格差への寄与度に関して都
市と農村地域で異なる値を示している。都市と農村別にこの寄与度を計測すると、都市では
20-30％に対して農村では 15-20％になる。この都市と農村間の構造的な違いを考慮して階層的
格差分解手法により県・市間格差の家計間消費支出格差への総合的な寄与度を計測すると約
15-25％になる。したがって、都市農村間格差と県市間格差を合わせると家計間消費支出格差へ
の総寄与度は約 40％になる。以上の研究成果は、ワーキングペーパーとして公表した後、国際
学術雑誌 Social Indicators Researchに掲載された(Akita and Miyata, 2018)。 
 
(3) ミャンマーの教育と消費支出格差の分析 

ASEAN 国の中でもミャンマーは発展が遅く始まったが、最近の経済成長は著しく将来が期
待されている。しかし、教育水準は ASEAN の中では低く貧困率と所得格差は依然として大き
い。ミャンマーの 2006年と 2012年の家計調査データを中央統計局から入手することができた
ことから、本研究プロジェクトの一部として追加することとした。この研究では、ミャンマー
における教育と消費支出格差に関する分析を都市と農村間の教育構造の違いを考慮して行った。
2006 年と 2012 年の期間、総消費支出格差が拡大しているが、その主な要因は都市内の高等教
育を受けた家計間消費支出格差の増加であることが分かった。また、都市内の高等教育を受け
た家計間消費支出格差は非常に大きく、また分析期間中大きく上昇している。 
 
(4) ブータンの教育と消費支出格差の分析 
ミャンマー同様、家計調査データを中央統計局から入手することができたことから、本研究
の一部としてブータンにおける教育と消費支出格差の分析も追加することとした。2007 年と
2012 年の家計調査データを用いてブータンにおける教育と消費支出格差に関する分析を都市
と農村間の構造的な違いを考慮して行った。ブータンを都市と農村に分け、ジニ係数により都
市農村間と都市農村内の教育格差の分析を行った。60％以上の家計がフォーマルな学校教育を
受けていないことから家計間の教育格差は非常に高い。農村地域の無教育家計の比率は非常に
高く、総教育格差を広げる要因になっている。Blinder-Oaxaca 手法による都市農村間の消費支
出格差の分析によると（Blinder 1973、Oaxaca 1973）、教育格差が都市農村間消費支出格差の主
な要因になっていることが分かった。消費支出格差は南アジアの中では高い水準にある。農村
地域における初等教育の拡充と強化は消費支出格差是正のために重要な政策課題である。中高
等教育の拡充は都市部における中高等教育を受けた家計間格差を高めており、総消費支出格差
を高める要因になっている。 
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